
【様式第1号】

自治体名：湯沢雄勝広域市町村圏組合

会計：一般会計等 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 9,417,629   固定負債 3,402,767

    有形固定資産 8,990,867     地方債 2,473,418

      事業用資産 8,406,262     長期未払金 -

        土地 373,597     退職手当引当金 929,349

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 11,326,635     その他 -

        建物減価償却累計額 -5,264,119   流動負債 353,345

        工作物 8,499,562     １年内償還予定地方債 253,085

        工作物減価償却累計額 -6,534,041     未払金 -

        船舶 5,274     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -1,977     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 95,425

        航空機 -     預り金 4,835

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 - 負債合計 3,756,113

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 1,331   固定資産等形成分 9,417,629

      インフラ資産 -   余剰分（不足分） -3,718,184

        土地 -

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        工作物 -

        工作物減価償却累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 2,025,511

      物品減価償却累計額 -1,440,906

    無形固定資産 -

      ソフトウェア -

      その他 -

    投資その他の資産 426,762

      投資及び出資金 -

        有価証券 -

        出資金 -

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 -

      長期貸付金 -

      基金 426,762

        減債基金 -

        その他 426,762

      その他 -

      徴収不能引当金 -

  流動資産 37,928

    現金預金 37,928

    未収金 -

    短期貸付金 -

    基金 -

      財政調整基金 -

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 - 純資産合計 5,699,445

資産合計 9,455,558 負債及び純資産合計 9,455,558

貸借対照表
（令和4年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：湯沢雄勝広域市町村圏組合

会計：一般会計等 （単位：千円）

    その他 -

純行政コスト 2,990,551

    その他 -

  臨時利益 328

    資産売却益 328

    資産除売却損 148,612

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 2,842,267

  臨時損失 148,612

    災害復旧事業費 -

  経常収益 252,681

    使用料及び手数料 101,318

    その他 151,363

      社会保障給付 -

      他会計への繰出金 -

      その他 1,340

        その他 -

    移転費用 384,360

      補助金等 383,021

      その他の業務費用 13,748

        支払利息 13,748

        徴収不能引当金繰入額 -

        維持補修費 188,807

        減価償却費 634,219

        その他 -

        その他 7,761

      物件費等 1,378,444

        物件費 555,418

        職員給与費 1,198,212

        賞与等引当金繰入額 95,425

        退職手当引当金繰入額 16,998

  経常費用 3,094,948

    業務費用 2,710,588

      人件費 1,318,396

行政コスト計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

自治体名：湯沢雄勝広域市町村圏組合

会計：一般会計等 （単位：千円）

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

前年度末純資産残高 5,871,265 9,892,404 -4,021,139

  純行政コスト（△） -2,990,551 -2,990,551

  財源 2,815,759 2,815,759

    税収等 2,791,594 2,791,594

    国県等補助金 24,165 24,165

  本年度差額 -174,792 -174,792

  固定資産等の変動（内部変動） -477,747 477,747

    有形固定資産等の増加 156,464 -156,464

    有形固定資産等の減少 -634,219 634,219

    貸付金・基金等の増加 8 -8

    貸付金・基金等の減少 - -

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 2,972 2,972

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 -171,820 -474,775 302,955

本年度末純資産残高 5,699,445 9,417,629 -3,718,184

純資産変動計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：湯沢雄勝広域市町村圏組合

会計：一般会計等 （単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 5,385

本年度歳計外現金増減額 -550

本年度末歳計外現金残高 4,835

本年度末現金預金残高 37,928

    その他の収入 -

財務活動収支 -312,961

本年度資金収支額 6,497

前年度末資金残高 26,596

本年度末資金残高 33,093

  財務活動支出 312,961

    地方債償還支出 312,961

    その他の支出 -

  財務活動収入 -

    地方債発行収入 -

    貸付金元金回収収入 -

    資産売却収入 328

    その他の収入 132,299

投資活動収支 320

【財務活動収支】

    貸付金支出 -

    その他の支出 -

  投資活動収入 156,792

    国県等補助金収入 24,165

    基金取崩収入 -

【投資活動収支】

  投資活動支出 156,472

    公共施設等整備費支出 156,464

    基金積立金支出 8

    投資及び出資金支出 -

  臨時支出 148,612

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 148,612

  臨時収入 -

業務活動収支 319,138

  業務収入 2,911,976

    税収等収入 2,659,295

    国県等補助金収入 -

    使用料及び手数料収入 101,318

    その他の収入 151,363

    移転費用支出 384,360

      補助金等支出 383,021

      社会保障給付支出 -

      他会計への繰出支出 -

      その他の支出 1,340

    業務費用支出 2,059,867

      人件費支出 1,301,893

      物件費等支出 744,225

      支払利息支出 13,748

      その他の支出 -

資金収支計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 2,444,227



一般会計等財務書類における注記 

 

１ 重要な会計方針 

⑴ 有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

  ① 有形固定資産 … 取得原価 

    ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

   ア 昭和59年度以前に取得したもの … 再調達原価 

   イ 昭和60年度以後に取得したもの 

    取得原価が判明しているもの … 取得原価 

    取得原価が不明なもの … 再調達原価 

  ② 無形固定資産 … 取得原価 

   ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

    取得原価が判明しているもの … 取得原価 

    取得原価が不明なもの … 再調達原価 

 

⑵ 有価証券等の評価基準及び評価方法 

  該当はありません。 

 

⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

  該当はありません。 

 

⑷ 有形固定資産等の減価償却の方法 

 ① 有形固定資産（リース資産を除きます。） … 定額法 

 ② 無形固定資産（リース資産を除きます。） … 定額法 

 ③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内

のリース取引及びリース契約１件当たりのリース料総額が300万円以下のファイナ

ンス・リース取引を除きます。） … 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と

同一の方法 

 

⑸ 引当金の計上基準及び算定方法 

 ① 投資損失引当金 

   該当はありません。 

 ② 徴収不能引当金 

   該当はありません。 

 ③ 退職手当引当金 

   退職手当債務から、退職手当組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員

に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に退職手当組合における積

立金額の運用益のうち当組合へ按分される額を加算した額を控除した額を計上して

います。 

 ④ 損失補償等引当金 



   該当はありません。 

 ⑤ 賞与等引当金 

   翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相

当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上していま

す。 

 

⑹ リース取引の処理方法 

  ① ファイナンス・リース取引 

   ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及

びリース料総額が300万円以下のファインナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

   イ ア以外のファイナンス・リース取引 

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

  ② オペレーティング・リース取引 

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

⑺ 資金収支計算書における資金の範囲 

  現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

  なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の

受払いを含んでいます。 

 

⑻ その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

  ① 物品及びソフトウェアの計上基準 

    物品については、取得価額又は見積価額が50万円以上の場合に資産として計上し

ています。 

    ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

  ② 資本的支出の修繕費の区分基準 

    資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が60万円未満であるとき、又は

固定資産の取得価額等のおおむね10％未満相当額以下であるときに修繕費として処

理しています。 

 

２ 重要な会計方針の変更等 

 

⑴ 会計方針の変更 

会計年度の中途において使用を開始した固定資産の減価償却については、従来、使

用の当月から開始していましたが、本年度取得分より、使用の翌年度から開始するこ

ととしました。 

この変更に伴う臨時損益はありません。 

 

⑵ 表示方法の変更 



変更はありません。 

 

⑶ 資金収支計算書における資金の範囲の変更 

   変更はありません。 

 

３ 重要な後発事象 

 

  該当はありません。 

 

４ 偶発債務 

 

 ⑴ 補償債務及び損失補償債務負担の状況 

   該当はありません。 

 

⑵ 係争中の訴訟等 

  該当はありません。 

 

５ 追加情報 

 

⑴ 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

 ① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

     一般会計 

     湯沢雄勝ふるさと市町村圏基金特別会計 

  ② 地方自治法第235条の５に基づき、出納整理期間を設けている会計においては、出 

納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数

としています。 

  ③ 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合がありま

す。 

  ④ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 … 該当はありません。 

  ⑤ 繰越事業に係る将来の支出予定額 … 該当はありません。 

  ⑥ 過年度修正等に関する事項 

    固定資産台帳に登載漏れがあったため、本年度において修正しています。この修

正により、本年度の貸借対照表において、土地が2,972千円増加し、純資産変動計算

書において、固定資産等形成分（無償所管替等）に同額を計上しています。 

 

⑵ 貸借対照表に係る事項 

① 売却可能資産 … 該当はありません。 

② 減債基金に係る積立不足額 … 該当はありません。 

③ 基金借入金（繰替運用） … 該当はありません。 

④ 地方自治法第234条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース



債務金額 … 該当はありません。 

 

⑶ 純資産変動計算書に係る事項 

 ① 固定資産等形成分 

    固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上してい

ます。 

  ② 余剰分（不足分） 

    純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

⑷ 資金収支計算書に係る事項 

 ① 基礎的財政収支 319,457千円 

② 既存の決算情報との関連性（千円） 

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 3,095,356 3,062,263 

財務書類の対象となる会計の 

範囲の相違に伴う差額 
8 9 

資金収支計算書 3,095,364 3,062,272 

    地方自治法第233条第１項に基づく歳入歳出決算書は「一般会計」を対象としてい

るのに対し、資金収支計算書は「一般会計等」を対象範囲としているため、歳入歳

出決算書と資金収支計算書は湯沢雄勝ふるさと市町村圏基金特別会計の分だけ相違

します。 

 ③ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

（千円） 

・資金収支計算書の業務活動収支    319,138 

・投資活動収入の国県等補助金収入    24,165 

・投資活動収入のその他の収入     132,299 

・減価償却費     △ 634,219 

・賞与等引当金繰入額（増減額）      495 

・退職手当引当金繰入額（増減額）   △ 16,998 

・解体費支出を除く資産除売却損          △ 0 

 ・資産売却益                    328  

・純資産変動計算書の本年度差額  △ 174,792 

 ④ 一時借入金 

   資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

   なお、一時借入金の限度額は次のとおりです。 

     一時借入金の限度額 500,000千円 

  ⑤ 重要な非資金取引 … 該当はありません。 



一般会計等財務書類 附属明細書 

 

注）千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

１ 貸借対照表の内容に関する明細 

 ⑴ 資産項目の明細 

  ① 有形固定資産の明細 

（単位：千円） 

区分 
前年度末残高 

（A） 

本年度増加額 

（B） 

本年度減少額 

（C） 

本年度末残高 

（A)＋（B)-（C) 

（D） 

本年度末 

減価償却累計額 

（E) 

本年度償却額 

（F) 

差引本年度末残高 

（D)－（E) 

（G) 

 事業用資産 20,133,401 72,998  20,206,399 11,800,137 505,055 8,406,262 

   土地 370,625 2,972  373,597 

  

373,597 

  建物 11,270,920 55,715  11,326,635 5,264,119 270,418 6,062,516 

  工作物 8,486,582 12,980  8,499,562 6,534,041 233,696 1,965,522 

  船舶 5,274   5,274 1,977 942 3,297 

  建設仮勘定 

 

1,331  1,331 

  

1,331 

 物品 1,995,248 86,438 56,175 2,025,511 1,440,906 129,164 584,605 

合計 22,128,649 159,436 56,175 22,231,910 13,241,043 634,219 8,990,867 

  



  ② 有形固定資産の行政目的別明細 

（単位：千円） 

区分 
生活インフラ 

・国土保全 
教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 合計 

 事業用資産  

 

1,577,536 4,886,701 

 

1,942,025 

 

8,406,262 

  土地  

  

373,597 

   

373,597 

  建物  

 

1,576,205 2,691,620 

 

1,794,690 

 

6,062,516 

  工作物  

  

1,821,484 

 

144,038 

 

1,965,522 

  船舶  

    

3,297 

 

3,297 

  建設仮勘定  

 

1,331 

    

1,331 

 物品  

 

1,706 8,514 

 

542,041 32,345 584,605 

合計  

 

1,579,242 4,895,215 

 

2,484,066 32,345 8,990,867 

 

  ③ 投資及び出資金の明細 … 該当はありません。 

 

  ④ 基金の明細 

（単位：千円） 

種類 現金預金 有価証券 土地 その他 
合計 

（貸借対照表計上額） 

（参考）財産に関する 

調書記載額 

その他の基金 426,762 - - - 426,762 426,762 

 

  ⑤ 貸付金の明細 … 該当はありません。 

 

  ⑥ 長期延滞債権の明細 … 該当はありません。 

 



  ⑦ 未収金の明細 … 該当はありません。 

 

 ⑵ 負債項目の明細 

 

① 地方債（借入先別）の明細 

（単位：千円） 

種類 地方債残高 

 

政府資金 その他 うち1年内 

償還予定 

教育・福祉施設等 813,606 195,507 754,694 58,912 

一般単独事業 1,912,897 57,578 0 1,912,897 

都道府県貸付金 0 0 0 0 

合計 2,726,503 253,085 754,694 1,971,809 

 

  ② 地方債（利率別）の明細 

（単位：千円） 

地方債残高 1.5％以下 
1.5％超 

2.0％以下 

2.0％超 

2.5％以下 

2.5％超 

3.0％以下 

3.0％超 

3.5％以下 

3.5％超 

4.0％以下 
4.0％超 

2,726,503 2,528,898 197,605 0 0 0 0 0 

 

  ③ 地方債（返済期間別）の明細 

（単位：千円） 

地方債残高 1年以内 
1年超 

2年以内 

2年超 

3年以内 

3年超 

4年以内 

4年超 

5年以内 

5年超 

10年以内 

10年超 

15年以内 

15年超 

20年以内 
20年超 

2,726,503 253,085 209,855 221,177 193,733 173,496 604,814 314,447 299,308 456,588 



 

  ④ 特定の契約条項が付された地方債の概要 … 該当はありません。 

 

  ⑤ 引当金の明細 

（単位：千円） 

区分 前年度末残高 本年度増加額 
本年度減少額 

本年度末残高 
目的使用 目的外使用 

退職手当引当金 912,352 16,998 0 0 929,349 

賞与等引当金 95,920 95,425 95,920 0 95,425 

合計 1,008,272 112,423 95,920 0 1,024,774 

 

  



２ 行政コスト計算書の内容に関する明細 

 

⑴ 補助金等の明細 

（単位：千円） 

区分 名称 相手先 金額 支出目的 

他団体への公共施設等 

整備費補助金等 

（所有外資産分） 

  0  

その他の補助金等 

養護老人ホーム愛宕荘運営委託料 湯沢市 262,631 
湯沢市が指定管理する養護老人ホーム

愛宕荘の運営経費 

秋田県市町村総合事務組合負担金 秋田県市町村総合事務組合 81,900 
職員の退職手当支給事務等を共同処理

する一部事務組合の負担金 

病院群輪番制病院運営事業補助金 雄勝中央病院 22,321 病院群の輪番制による休日・夜間等の救

急患者の診療受入体制を維持するもの 病院群輪番制病院運営事業補助金 羽後町立羽後病院 5,967 

救急救命東京研修所入校経費負担金 (財)救急振興財団 4,559 救急救命士養成研修所の入校経費 

秋田県消防学校入校経費負担金 秋田県消防学校 2,910 秋田県消防学校の入校経費 

その他  2,733  

計  383,021  

合計   383,021  

 

  



３ 純資産変動計算書の内容に関する明細 

 

⑴ 財源の明細 

（単位：千円） 

会計 区分 財源の内容 金額 

普通会計 

税収等 分担金及び負担金 2,791,594 

国県等補助金 

資本的補助金 

国庫支出金 24,165 

都道府県等支出金 0 

計 24,165 

経常的補助金 

国庫支出金 0 

都道府県等支出金 0 

計 0 

小計 24,165 

合計 2,815,759 

 

⑵ 財源情報の明細 

 

区分 金額 国県等補助金 地方債 税収等 その他 

純行政コスト 2,990,551 0 0 2,659,295 331,256 

有形固定資産等の増加 156,464 24,165 0 132,299 0 

貸付金・基金等の増加 8 0 0 0 8 

その他 0 0 0 0 0 

合計 3,147,023 24,165 0 2,791,594 331,264 

 

  



４ 資金収支計算書の内容に関する明細 

 

⑴ 資金の明細 

 

種類 本年度末残高 

要求払預金 37,928 

合計 37,928 

 


